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Section
4 FMと人との接点して、ワークプレ

イスについて考えてみよう。ワークプ

レイスの存在理由が、「企業（あるい

は団体等）の価値向上に貢献すること」

とすれば、FMの目的は「企業の価値

向上に貢献できるワークプレイスをつ

くりあげ、マネジメントすること」で

ある。

そして企業の価値の主たる部分が、

ワーカー（人）が産み出す「知」の集

積から成り立っているとすれば、良質

な「知」を産む場を提供することが、

ワークプレイス（特にオフィス）の一

番重要な役割である。その役割を「受

動的役割（守り）」と「能動的役割

（攻め）」に分けて考えてみたい。

「受動的役割（守り）」とは、ワー

カーが「知」を産み出すに際してのネ

ガティンブな要因を取り除き、自己の

能力をバリアなく、かつ快適に発揮で

きる環境を整えることである。それは

オフィスのユニバーサルデザイン（以

下UD）と、ほとんど重なると言って

良い。しかし、UD自体が、「知」を産

み出すものではなく、「知」を産み出

すための必要条件としての、オフィス

のベーシックな性能である。

一方、「能動的役割（攻め）」とは、

ワーカーが「知」を産み出すキッカケ

をオフィスにもたらすものである。オ

フィスのハード・ソフト面の仕掛け、

情報ネットワーク、フォーマルとイン

フォーマルの使い分け、あるいはビジ

ュアルを駆使した「触媒」が、経営ビ

ジョンを無意識のうちにオフィスとい

う「場」に擦り込み、ワーカーの「知」

の創出とスパイラルアップを促すので

ある。

「知」を産み出すオフィスのベース

性能としてのUDについて考えてみよ

う。UDとは簡単に言えば、「ユーザー

視点のグッドデザイン」のことである。

施設・商品などの使いやすさを徹底し

て設計（デザイン）しておくことによ

り、より多く、より幅広いユーザーに

とって、より使いやすいモノとする考

え方である。

我が国の急速な高齢化の進展、女

性・障害者の社会進出、外国人ワーカ

ーの増大、さらに今後進むであろう企
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業の定年延長などは、オフィスワーカ

ーの一層の多様化をもたらすと考えら

れる。これらの幅広いワーカーのニーズ

に対応するオフィスの計画・運用にお

いて、UDの考え方が有効である。

また、もうひとつの理由は、ワーカ

ーの健康・安全問題に対する経営者の

責任に関することである。米国では企

業経営者はこの問題に対し、日本企業

以上に敏感である。一例として、米国

では2000年に、全雇用者数の6.1％

（5.7百万人）、毎分50人の労働に起因

する怪我や疾患が報告されており、米

国民間企業の負担は年間1280億万ド

ル、国の労災関連

負担が年間970億

ド ル に 上 っ て い

る。ワーカーの安

全 と 健 康 を 確 保

し、企業の負担や

訴訟リスクを軽減

するため、UDに

期待するところは

大きい。たとえば、

OSHAが提供して

いるエルゴノミク

スガイドラインを

導入している企業

の労働災害・疾患

発生率は、非道入

企業の半分以下ま

で低減、労災関連

費用は最大80％削

減可能であること

が報告されている

（OSHA, 1999）。

こうした社会の流れに鑑み、JFMA

UD研究部会では、オフィスのUDを実

現するツールとして、「UDガイドライ

ン」と「UD総合評価手法（CASUDA）」

を策定した。

オフィス（あるいは広くワークプレ

イス）ではユーザーが特定されること

が多いため、公共空間におけるUDの

手法に加えて、「各ワーカーへのワー

ク環境のカスタマイズ」、「ソフト的解

決」が有効である。その意味で、UD

が一般的に「Design for all」であるの

に対し、ワークプレイスのUDの場合

は、「Design for each」と言ってよい。

UD総評評価手法（CASUDA）を策

定するに当たり、FM基本業務サイク

ルのプロジェクト管理段階、運営・維

持段階において、UDを実践するため

に不可欠な重要事項33項目を定めた。

そしてそれぞれについて「基本的な対

応事項（MUST）」＝コストにかかわ

らず守るべき法的基準に基づく事項・
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安全上必要な事項など、「UDの視点

（BEST）」 ＝望ましい方向性。UD7原

則（①公平さ、②柔軟さ、③直感的・

単純さ、④情報認知の容易さ、⑤誤用

に対する寛容さ、⑥身体的負担の少な

さ、⑦移動・使用空間のゆとり）の視

点という、2段階の目標を定めた。

CASUDAは『多様なワーカーが「知」

を産み出すにおいてのネガティンブな

要因を取り除き、自己の能力をバリア

なく、かつ快適に発揮できる環境を整

える』ための、オフィスの基本的性能

の評価基準となるものである。各オフ

ィスを評価し、基本的な対応事項に問

題があるのか、UDの視点に欠けている

のか、あるいは建築のスケルトン、イン

フィルあるいは運用維持のいずれに問

題があるのかを、定量的に知ることが

可能となる。

「器は中身を規定する」という言葉

の通り、オフィスという「器」が、ワ

ーカーの気持ち、志気、知的生産性に

影響を与える。特に、インターネット

ワークがこれほどまでに進んだなか

で、なぜ、高いコストと長い通勤時間

を浪費してオフィスに集まって働くの

かという、本質的な問い掛けがもっと

されてよい。極論すれば、FMの視点

からは、「施設は必要悪」である。施

設なしに経営が遂行できれば、ファシ

リティコストも発生しない。実際に、

仕事の種類にもよるが、最小限の打ち

合わせスペースをオンデマンドで確保

し、それ以外はインターネットで仕事

を進めることも可能である。

経営のために施設が必要ならば、施

設は最小面積と最小コストで、最大の

生産性が求められる。オフィスに関し

ても、ワーカーが時間とコストをかけ

てオフィスに集まるからには、コスト

以上のバリューを得ることができて当

然である。オフィスに集まることでし

か得られないものは一体何だろうか。

一方、企業価値の半分以上はインタ

ンジブルズ（無形資産）と言われる。

そして、その大部分を占める知的資産

は、その企業の「知」の集積である。

バランススコアカードの提唱者である

ロバート・キャプラン氏とデビッド・

ノートン氏は、インタンジブルズにつ

いて次のように書いている。

『社員のスキル、ITシステム、そし

て企業文化は、多くの企業にとって有

形資産より遙かに大きな価値を占めて

いる。何故なら、金融資産や有形資産

とは異なり、無形資産は競合他社が容

易に模倣できないものだからだ。それ

ゆえ無形資産は競争優位を維持する上

で強力な源泉となる』

では、企業の競争力の源泉である

「知」を創造するために、オフィスに

できることは何だろうか。

こうした経営から提起された新しい

課題に対して、近年、大学や家具系メ

ーカーのオフィス研究所、コンサルタ

ントで、様々な思考や試みがなされて

いる。

伊丹敬之一橋大学大学院教授は、近

著「場の論理とマネジメント」の中で、

大規模・複雑化すると共に硬直化しが

ちな企業が、今一度、ワーカー個人の

自立性と組織のチームワークによる活

性化を実現するため、「場」というコ

ンセプトを提唱している。経営とは、

適切な環境の設定、つまり「場」をつ

くり、後はワーカーに任せること。そ

してワーカーは地場に操られるよう

に、自然とチームでの協働を始める…

…。そうした「場のマネジメント」が、

経営の大きな役割であると説き、この

考え方を「場のパラダイム」と名づけ

ている。そして、日本の企業経営を顧

れば、松下幸之助、藤沢武夫などの名

経営者には「場」の達人が多かったと

も述べている。同書では、「場」の日

本の固有性が強調されているが、英国

DEGWのオフィスづくりの事例など

は、まさに「場」の創出そのもので、

広く共有可能な概念であろう。

「場」。フィジカルな空間デザイン

に、組織面・環境面での感覚・感情的

な要素が上手く組み合わさったとき、

ワークプレイスは触媒のようにワーカ

ーを触発し活性化する。「場」とは、

実に不思議なものである。オフィスを

支配している「場＝空気」が人を動か

す。「場のマネジメント」に対する経

営者の関心も、まさにそこにある。

能動的役割知を産む触媒


